
(1)-d 「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出量
との関係 大規模集客施設とＣＯ２排出量の関係②との関係 －大規模集客施設とＣＯ２排出量の関係②－

移動距離帯別の分布
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環境省調査（宇都宮市、宇都宮大学の協力を得て実施（2006年5月））

（「地球温暖化対策とまちづくりに関する検討会」資料）

(1)-d  「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出量
との関係 大規模集客施設とＣＯ２排出量の関係③との関係 －大規模集客施設とＣＯ２排出量の関係③－

○宇都宮市立東図書館でのアンケート

自動車来館者への質問：

「もし図書館の駐車場が有料化され
たらどうしますか？

近距離の来館者は、自転車へ転換す
ると多くの人が回答。

たらどうしますか？」
多 回答。
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環境省調査（宇都宮市、宇都宮大学の協力を得て実施（2006年5月））

（「地球温暖化対策とまちづくりに関する検討会」資料）



(1)-d  「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出量
との関係 －業務部門におけるCO2排出量の要因等－との関係 業務部門におけるCO2排出量の要因等
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1-d  「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出量と
の関係 DID人口密度と小売売場面積との関係

都道府県のうち ＤＩＤ人口密度が低い地域は 人あたりの小売売場面積が広い傾向にある

の関係 －DID人口密度と小売売場面積との関係－

都道府県のうち、ＤＩＤ人口密度が低い地域は、一人あたりの小売売場面積が広い傾向にある。一
人あたりの小売売場面積が広い地域は、小売総売場面積に占めるロードサイド店の割合が大きい傾
向にある。
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国勢調査、商業統計調査（2004年）



(1) d 「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出

ケ ス1

(1)-d 「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出
量との関係 －参考データ（先行導入の効果）①－

ケース1
面的利用（排熱・未利用エネ非活用、オフピーク熱融通）

ケース2
面的利用（排熱・未利用エネ活用、オフピーク熱融通+CGS)

面的対策の例

面的対策（地域エネルギ
ー供給）では、個別対策
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地域熱供給の効果（対個別熱源）

モデル

が重要。

注）モデルによる試算結果
出典）「平成18年度未利用エネルギー面的活用熱供給適
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出典） 平成18年度未利用エネルギ 面的活用熱供給適
地促進調査事業報告書」平成19年3月、日本環境技研㈱

(1) d 「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出(1)-d 「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出
量との関係 －参考データ（先行導入の効果）②－

熱性能向 分 機 導 効率向 分

家庭の単体対策の例

住宅の対策対策では、高断熱化と設備
・機器導入を複合させた対策の省エネ

6

5 0 5 1
50

60

断熱性能向上分 機器導入・効率向上分

・機器導入を複合させた対策の省エネ
効果が大きい。住宅躯体に係るため、
築後の導入より新築時における導入促
進策が重要

13 22

28
3 1

3 6

30

40

ネ
効

果
（

％
）

進策が重要。

注）・戸建住宅におけるエネルギー消費実績からの推計結果
・「平成11年基準以上の断熱性能+高効率省エネ・新エネ設
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・表示した４タイプの住宅の断熱性能、機器はそれぞれ異な

る。
出典）「平成19 年度住宅・建築物高効率エネルギーシステム導
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(1)-d  「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出量
との関係 自然資本の活用について①との関係 －自然資本の活用について①－

緑、風、水など地域の持つ自然資本を巧みに生かすことで、都市等からのＣＯ２排出量を削減する

東京湾の海風は 世界最大の

ことが可能と考えられる。

緑地や水辺などは都市内における冷熱源
であり、ヒートランドの緩和等に役立つ 東京湾の海風は、世界最大の

地域冷房の数十倍の効果

であり、ヒ トランドの緩和等に役立つ

風の道のイメージ（大阪）風の道のイメ ジ（大阪）
（日本学術会議報告から抜粋）新宿御苑周辺の熱画像

（首都大学東京三上研究室）

第三回検討会 2323平成18年版環境白書より抜粋

(1)-d  「地域環境の整備及び改善」と温室効果ガス排出量
との関係 自然資本の活用について②との関係 －自然資本の活用について②－

河川や地下水脈を生かした地中熱の活用も考えられる。

表層土壌における地下水温分布（高知市）

市内に潤沢に流れる地下水を活用し、空調に地中熱
利用ヒートポンプを利用することで、ＣＯ２排出量14万利用ヒ トポンプを利用することで、ＣＯ２排出量14万
2千㌧（高知市の家庭部門の排出量の約15％に相
当する量）を削減することが可能との試算もある。

環境省「平成１９年度 ＣＯ２排出量の削減シミュレーション委託業務 （高知市地域）」報告書から抜粋

第三回検討会 24

環境省「平成１９年度 ＣＯ２排出量の削減シミュレ ション委託業務 （高知市地域）」報告書から抜粋


